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地域的公共財に関する 

人口配分の最適化について

山 H 太 門

第一"享..序 論

公共財の最適供給をめぐる問題は，次のような二つの側面をもっている。つまり一つは，ある社 

会でどのような公共財がどれだけ供給されるべきかという問題であり，また他の一つは,ある公共 

財のある量がどのような大きさの社会で典通にshal*eされるべきかという問題で.ある。前者につい

ては，かってR  A.サミュ エルソンが行った定式(化によって，競争的市場メカニズムは公共財のパ
' ■ ■ ； . ,

レート最適な供給量を保証せず，また公共財の一般的最適化は分®"Eの最適化と分離することができ 

ないから，それらは結局，あるお:会の中の何らかの政治的決定プロセスを,通じて解決されるはかは 

ないテとが明確化され?^。これはいわゆる「市場の失敗J の一っとして,厚生経済学にぉける周知 

の命題となっているものである。しかしながら，公共財に開する後者の問題についてホ場メカニズ 

. ムが有効であるかいなかは今日なお決着をみない問題でもる。 •
(2 )

この点に関する最も重要な業績はC. M .ティボーによ‘る 「地域的公共財J の理論である。この 

r地域的公典財J の概念は，サミュ エルソンが定義した公共財を「純粋な公共財J とすれぱ，ある 

限られた範回で消費の排他が可能という意味において「準公共財J の一種であるといえよう。チィ

. ボーは, これと自由な移住という人口の市場的な調整メ力ニズムの想定によって，公共財の最適供
'  ̂ ■ - . . . . . .  . . ' .

給の問題に肯定的な結論を与えている。 . . レ

そこで本稿においては, 問題を後者に絞って，チィボ一の先飘的'^デル及びそれと関速のあ
(3) (4)

. る J.  M . プ キ ャ ナ ン の 「夕ラブの理論 J ま た M , V . ポーリーの厂コミュニティー * コ7^の理論J

* との論文の報告発表に際して廣!®義塾大学経済*孝部9 千®義人教授，福岡正夫教授，如藤寛教授をはじめとして多くの 

方々から-有益な-コメシトを頂き，本稿はそれらの狐な見をもとにお干の，正を加えたものでもる, こ£；に記して深く感謝 

の意をまします。

注（1 ) R  A. Samuelsoii〔12〕參照。 ， ■.

(2 )  a  M. Tiebout CIS).
( 3 )  J‘ M. ；̂uelmnan〔1 ) は ！'準公共I I I jの定式化について特に111廣である♦
(4 ) M. V‘ Pauly ひ1〕.
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域的公共財に関する人ロ配分の最適化について

を吟!ホし，それらを参考にして, 地域的公共財についての人口の最適配分め定式化を試みることぐr  

しょう* .

. '  . . . . . . . . . ' . :，'レゾ . ‘ ン ‘ ：
■ • . ■

第二‘章 チ イ ボ ‘ 理 論 の 意 義 .
• I

■ .  ' ，-' . .  -

メ ： - . . . .

チイボーの描いた溝想は, およそ次のようセある。. 社会は無数に多くの地方政府からできてい-T 

各地方政府は一定の公共財の供給と-^定の費用負担の課徴を行っていろと仮定する。一> 方個人は, , 

それらの地方政府の間を自分の好みに-^致するまで自由に移住するこ と力';できる6 しかも,彼等の 

所得は定住した地域に依布しないたとぇぱ配当所得のようなものによっ て保IEされている。また， 

地方政府間で、は何[©外部効果も存在しないとする。との時もし各個人が多数の地方政府の活動につ 

いて完全なる知識をもっているならば，彼等が私的財を多数め販売店から最適に購入するのと全く. 

アナロガズに，彼等は移住によって各自最適な公共財の供給を得るであろうというわけである。結 

局，チイボ" は多数の地方政府を想定することをよって，また住民のま由な移動を仮定することに 

よって，，ホ場機構に極めて類似した.メ.力ュズムを考えたわけである。 .

チイボーのモデルは, 種々の極端な仮定にもとづいているため，その厳密な現実妥当性には大い 

に疑間の残るところであるが，そのいわんとする主‘旨は,サミュェルツンによって否定的ぺら

.ルれナこ市場による公共財の最適供給問題へのアンチ. テーゼであると思われる。従って，サミ

ソン1三1身もこのチィボーの理論に対してコメントを与え't：おP , それによれば，ティボーは各個人

はコミュニチィ一の公共活動を単に与件として，その間を移励すさだけと考えているが,実際には

各個人は他のコミュニティ一.に移動する前に，自分の所属するコミュニティ一の公共活勒を自分の

欲望に-^致するよラに改良しようと働きかけるであろうという点，あるいはまた，人間はたとえ利

害の闘争があ6 うとも, 異質的な社会を好むものであり，か£ ゥて同資的なコミュニティーを赚う

ことがあるという点等々をもげて，ティボーのモデルの問題点*を指摘している。

チィボーの理論に対する批判として，移住が簡単には起りにくいことをあげることは，本質的批

判とならない。もちろん，移住については現実には多くの摩擦があるが,ここヤ想矩している移住

は/ - 長期的な居住地の選択でおるから, 理論モデルの単純化としてそのような摩擦をゼロと仮定す、

ることば許されるでもろう。ティボー. モデルの本質的な欠陥は，むしろ，個人の所得が格住によ
(6)

って変化しないという仮定にもる。現実り人口梭動は，よりよい生活環境をめざしての移住よりも， 

より多い所得をめざしての移動によるもりが多いであろう分しかし人口#軌の廣因が何であるか 

^ その社会の所得水準に依存しており，比較的に所得水準が低い社会においては，所得要因が強

注（5〉 しかしながら，これはテイボーの意因に反してサミネュルンン现論への全iBi(め反論みならないことは, 木稿の序論及 
び姑論での激論から明らかである。この点は特に福岡教授の御指織こよっている*

( 6 ) .この点の術摘{■よ J, M, Buchanan and 0. J. Goetz t 2 〕'.による*‘ '

 29(^8/ ) — 一， .
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いであろうし, その反対に所得水準が一般的に高まるにつれて，生活環境の良否による要因が強ま
(7)

るであろう。突際，ティボー仮説の実証的研究は，"W； E .オーツによって行われており，彼の研究 

によると,’ 米国のニュー，3 ^ ク近辺の各地の土地資産の価値が，各地区の税鱼担率と教ぜ施設へ 

の支出額とに強い相関をもっていることが確認されている。 ’

もちろん, 賞金格差と労働移動の関係は重要であるが，ここではその問題を労働経済学にまかせ 

て，人口移勘が地域的公共財の最適供給をめざして起るモデルの意義を認めることにしよう。

第三, グラメ理論と公共財，

公共財を一種のクラブとしてはじめて表現したのは， プキャナンである。彼は種々の公共財に 

は，それを共同消費するのに最適なクラブの大きさがあると考えた。そして，その大きさに従って, 

純粋な公共射，準公共財，といった種類に分類できることを示したのである。

一般に公共財は，それを共同消費する人数が増えても，それから得られる便益はほとんどまわら 

ない。もちろん, ある人数を越えると混雑がおこり，その使益が減少することがありうる。これに 

対して，公共財の費用は人数が増えるにつれて， 1 人当りの負担分は—般に減少するであろう。し 

たがって, もし便益（1人き(? )が人数に対するIH1減少関数であり， 1 人当り費用が凸減少関数であ 

るならぱ，便益マイナス費用を最大にする人数（クラブの大きさ) が求められる。 ‘

さて, . このようなプキャナンのクラプ理論の問題点について述べよう。プキャナンは，上述した 

ような公共財についての最適なクラプの大きさが, どのようなメ力ュズムによって達成されるか， 

また達成されたとしても，そのクラブは具体的に何をさすのかについて述べていなV v これらニつ 

の問題点を明ら力、にするために，クラプ理論の本来の分析対象である私的財のクラブと，その応 

用ともいえる公共財のクラブとを比較してみよう。競争的な経済において，個人がもし私的財のク 

ラプ（例えぱ，各種のスポーツ. クきプ參）に加入しようとする時,彼等は自分の居住地にほとんど関 

後なく ■ 由に選択することができる。しかも，全くそういクたクラプに加入しないことも自由でも 

る。これに対して，公共財のクラプは，ほとんどの場合，われわれの生活にとって基本的な使益を 

与‘えるものが多いから, どれかのクラプに必ず所属しなけれぱならない。そしてクラプへの所属は, 

どの地域に居住するかによってはぽ全® 的に決定されでしまう。したがって，公共財の場合のクラ

プの大きさは，その公共財を供給する地域に居住する個人の数を示すものであり，この大きさは個
... . '  . '  . , ' ' '

人の自由な地域問移住によって決定されるであろう。ここで夕ラプの大きさは，ある公共財の性質 

によって先驗的に決まっている大きさではなく，各コミュニティを形成する個人の最適化行動の 

結果として，弾力的に変化しうることが重度な点でちる。 ■

法（7〉 Wallace E, Oates〔lO〕を参照のこと。

-一"- 3 0 (  8 8 )
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地域的公共財に関する人口配分の最適化について

また，このクラブの大きさは，中央政府や地方政府によって恣意的に決定されるものであっては 

ならない。それは, 社会を構成する個人の自由な動によってりみ決定されるものなの，やある。た 

だ, . 移住による居住地の選択には, 私的クラプの選択と異なって,選択できる対象が結果的には唯

に暇られるという制約がある。つまり，人は二つの地域に同時に居住するととができないという 

ことである。

このように，クラプ理論は地城的公共財の分析に非常に有用性をもっているが,.その応用に際し 

ては以上の点に注意する必要があるといえる。またクラプ理論の応；̂̂としては，地城間移住の分析 

の他に，公共財を供給す'る公共:体の役割分担への適用が考えられる。実際,,クラプ理論の主たる意 

義は，純粋な公共財から純粋な私的財に至るまでの諸財を,その公共性に従って分類しうるととを 

示した点にあるのだから，このような方面への応用はまことに有意義である。そして種々の公共性

をもつ公共財に適当な公共体（例えば，国，県, 市far村）がそれらを供給すれば，公共体間での効率
(8 )

的な役割配分が達成されるであろう。この点に関しては, 古田精司氏の.論文がある。これに対して, 

本稿で极うのは公共財の一般理論ではなく，はじめから公共財の種類を地域的公共財にしぼって， 

それが個人の地域間移住によって最適に供檢されるか茶か, また，そのような地域はどのような条 

仲の下で，安定性をもつであろうかという論点である。

第四享同質的社会とコア

次に, 移住によって形成されるであろう地城的コミュュティ- -の性質を調べてみよラ/

そのようなコミュュチィ一のまず第一にもつべき性賞は，それらがー^つのコミュニ T ィ"-として 

安定的であることである。言いかえれぱ，そのコミュュティ一への住民の流入や流出が止っている 

状態，地域間での均衡が存在しなければならないことである。

ところで，もし社会が，もはや移住による人口の出入りのない均愈的な地域的コミュュティーに 

分割されているサ態にあるとしよう。そうすると，こめ状fを、はレーム理論におけるr コアJ の状態 

に他ならない。
( 9 )

コアは次のように定義される。 あ る " 人の集団によって得られるゲームの利得よりも,元の柴合 

の （れ人の渠団の)部分集合となる人々の結託にって得られる利得の方が多くな、時 , - 元の I I 団は 

「コア」に含まれるという。 つまり， もるプレーヤーの集合が , コアr 舍まれている時には，その 

内部でどんな結託を行っても有利になれない（プロッキング，コアリシa ンが存ましない）わけである。 

したがって， もしもるクラプがコアの状態にあれば， その中が分穀して新しいクラブを作ったり，

注（8 ) ホra精司氏〔む参照のこと。

< 9)とのコアの定義はR  Luce and H. Ralffft C 5 Dによる,

3 1 ( 5 9 )
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元のクラプカ湖壊.したりすることがないので灰)る。

地域的コミュニチィ一は，またパレート最適な公共財の供給を保誰するものであることか望まれ

るが，もしコミュニティ一がコアになっていれば，コアの定義によりパレート最適である。ただし,

逆は真ではない。つまり，コアの方がパレート最適よりも強い条件となっている。
( 10)

さて，公典財に関してのクラブが，コアであるための条件は何であろう力\ > コアでもるためには, 

公典財の使益や費用貧担の配分はどのようであるべきか，その条件を今，極端に単純化したモデル 

で求めてみよう，まず社会全体の人口をN とし，各人は公共に関して同一‘の効用面数をもつと仮 

定、ょ、

この公共財に対する効用® 数を公共財の提供する懷益から費用負担を差し引いか純評価（《el 

evaluation)とみなせば，各人の効用函数は公共財の供給に関して作られるクラプの大きさに依存-す 

る。なぜならば，クラプの大きさ" が大きければ，規模の利盆によってより多くの公共財をより安 

い費用で供給やきるであろうから。しかし， がある値を越えて大きくなる時には，公共財利用者 

の混雑によって純評価は飯下するであろう。したがって，各人の純評価は"がちる値までは上昇し 

やがてその値をすぎると下降するような|11̂線を描くであろう。一般に,公共財についての複数人か 

ら成るクラブが成立する以上， -

« (S U 'r )^ 2 i^ + 2 ^ (T ) (ただし，S, T はN の部分集合）

なる super-additive.な効用函数が存在するはずである。.

そこで，コアを今述べた効用函数を用いて定義しなおすと，N のある部分渠合をS とするとき, 

どんな結託S を作っても，もとの結託における配分？<パS ) よりも大きなめを得られない時， その 

ような配分がもアである。ゥまり，

⑧ （ただし sCS)

のとき， はコアとなっている。

今， る公共財についての最適なクラプの大きさが 第1 図

であり, 71に関して第1 図のような効用函数が書ける 

とし，71*によってきまるクラプの中で，公共財の便益，

もしくは費用が均等に配分されている状態を想走しよう。

そうすると，まず，クラプの大きさがの* であり，そ 

の中で均等配分が行われること力;，そのクラプがコアで 

ある十分条件となることが簡単に誕明される。 .

〔証明:] ' '

注 ( 1 0 ) 公共財のクラプがコ7 であるための必?aH.分条件力V 公共財の使益カ购等配分されることでち•>ることを示したのは， 

M.V.  P a u ly〔1 1 )でホ）り. 以下の分析す法は披の；文に鱼う^ こi?；■力，、大きい。

' . ' ~ ~ ~ ■ 3 2 ( 9 0 )  —
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地域的公共財に関する人口配分の最適化について 

かりにのクラプがコアでなかったとしよう。したがって，前述のコアの定義と均等配分の仮 

定から，

u{n)ln'^u{n*)ln^ .(ただし

uin*)<^~-ui7i).................... ..........................................(l)

ところがな関数ほ仮定によりsupfer-additive .であるから
• \

u (n * )^ ^ u (n )

よって，これは《1》式に反する。したがって，クラブの大きさが" * で，かつ均等配分が行われれ 

ぱ，クラブ？i * はコアであるととが証明された。

次に，今度は上の二つの条件がコアであるための必耍条仲であるかどうかの吟味をしよう。結論 

を先にすれば，一般には必要条仲ではない。言いえ、えれば，均等配分でなぐてもコアでありうる。 

しかしながら，最適なクラブの大きさの規模が社会全体の人口 N に比較して小さくなるにつれて， 

均等配分はコアのための必要条件となる。

そこで， 71*の規模が小さくなるにつれて， コアの状態は均等配分となることをIE明しよう。そ 

のために，クラプ内での「差別」という概念を持ち込む◊ が一定の規模のとき，, そのクラブが

コアであるための最大可能な「差別」の大きさは何かという考え方である。つまり, ある程度の差 

別があったとしても，その差別がもる限度以下であれば,もとのクラブはプロックされえない。例 

えぱ，n* ニ N のとき，クラプの中の一人を差別する場合，n* のクラプをコアに維持するためには 

差別される《番目の個人に， な,< なの範囲の配分をすれぱよい。 .よって，この時の最 

大可能な差別は -

^  --(1)
の大きさになる。一*般に， ニ̂ . のとき，II* がコアであるためには

u(n*) u(n) ' . '  、
一お -   ，. . … -* (2 )

の最大可能な差別ができる。

(2》式は，n *  © 大きさ力';小さくなるにつれ, （ルが大きくなって" *に近づけぱ）0 に近づくであろう。 

結肩, クラブの最適規模《* が，社会全体の人口に比べて小さ.い時には，最大可能な差別の大きさ 

はゼロになり，このことは，とりもなおさず均等配分を意味する。がくして，ク，ラフ♦の最適規模が 

十分小さい時に限って，公共財の使益費用の均等配分がそのクラブをコアにするための必要条件 

であることが証明された（ただし，最大可能な差別の大きさは, 幾つか存在する他のクラプの差別の仕方に 

依存しており，ここではすべてのクラプカ;同様な差別を行うと想定した)。

ととろが，これまでの譲論は, 社会を構成するすヴての個人が、同一の効用関i i を持つことを仮定

• •—— 3 3 ( 0 2 ) ——
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してきしかし，異なった嗜好をもった個人によって社会が糖成されている時, 一^つのクラプの 

中の配分構造はどうなっているだろう力〜t すこ, どのようなクラプの構成が得られるであろうか。 

公共財に開する異なった嗜好というものは, 具体的には，公共財の親模と費用負担の大きさと'の 

第2 図 —— 、 第3 図

i« (n )

1  ノ
\ A

/

X b 11X a X
. '

組合せ対する選好として示される。例えぱ，第 2 図に示されるように，横軸にる公共財め規模

をとり，縦軸に1 人当りの費用貧挺の大きさをとれば，雨軸に囲まれた平面上の無塞別曲線として，

異なるニぅのタイプの選好を描くことができる。乎面上の東北方の領域は,公共財の量は大きいが

高負担，西南方の領域は, 公共財は乏しいが低資担を示している。公共財りコストカープが図のよ

.うに右上りの凸関数であらわされるならば，《タイプの選好をもつ個人.は，彼等だけでクラブを作

りA 点によってきまる公共財の量と費用負担をさけ， タイプの選好をもつ個人はまた別のクラプ

ックガイアを作りB 点によってきまる公共財と費用負担を受けることが望ましい。 これは，M.
《12)

一によって論ぜられたところでもり，異質的社会を幾つかの同質的なコミュユティーに分割するこ

とが最適であるという命題である。

しかしながら，ここで問題となるのは，A 点，B 点によってきまる費用負で示されるよ

うに，クラプを構成するメンバーの数に依存していて，《タイプの個人がちょうど彼等だけでクラ

プを作れるかどうかは未定なのである。マックガイァ一はこの問題を，積み残し（leftover) は二次

的な，重要性しかないとして，無視しているが，との点をもう少し詳しく調べてみよう。

第 2 図を第1 図の観点から插きなおせぱ，第 3 図のように二つのタイプのM関数’を描くことがで

きる。 このとき，ル* も tifi* も社会全休の人口 N に比して十分小さけれぱ間題は起らない。こ0

場合には，各選好の個人はそれぞれの好みのクラプを作るでもろうし,’またそうするととが社会的
/

だても最適である。しかもこの時には，同一*コミユユティー内での異質的グループベの配分がど 

うなるかといっすこ差別の問題は消減している。

ところが，このような理論を地域的公共財の分析， るいは都市間の人口移動の分析に応用しよ

法( 1 1 ) M. V. P au ly〔11〕では個人の晴好が與なる場合にどうなるがを扱o ていない♦ 
(12) M. McGuire〔7：! 参照のこと* '

3 4 (欽）
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地域的公共財に関する人口配分の最適化につ、て

うとするとき, " * の大きさはそれほど小さくはとれない。言いかえれば, が=の大きさがかなり大 

きいことが，公共的クラプを私的クラブから区別している特徴でもある。

さて，いま最適なクラプの大きさ "タよりも小さい人数が残されたと想定すると，これら 

の個人はどれかのコミュュチィ一に移住しよj とするであろう。このとき，盤住される侧のコミコ 

ニティーは新参者の加入を認めるか否かの決定にせまられる。こ決定についての意見調整の手段 

として, かりに多数決の原理によって決定されると仮定しよう。また，コミュニティ一からり脱退 

は完全にま由であると仮定する。これらの仮定の卞で，まず，びタイプの選好をもつ個人がルだけ 

残され,：タタイプの適好をもつ個人がだけ残され，それぞれの人数の関係が第4 図のような場 

第4 図 第6 図

イ

の

' ^ に達しているコミュニティーと， "^1のコミュ

一に参入しようとするだろうが，すでにのコミュニティ一は参入を拒否するであろうし， 

コミュニティーはむしろ移住を奨励するだろう。したがって,の個人は次々にのコミ 

ィーに移住し，パタイプの選好をもつ" の個人はル人の助けをかりて，自らの最適規模72タ* に 

近づくことができる。このとき，びタイプの個人が移住するに：0 れて被等自身の効用は減少するが, 

の方が？ より多数であるから，びタイプの個人の参入はもとのコミュニティーが空になるま で  

続くであろう。カぺして，《タイプの選好をもつ集団と，’ ./3タイプの選好をもつ集圓の合同による 

異資的社会が出来上ったわけであるが, このような社会において差別されているのはI 人のびタ 

イプの選好をもつ個人である。現代のように所得分配の乎等や公正が一つの価値観として確立して 

いる世界において，同質的社会における差別は明らかに否定されるであろうが,今述べたような異 

肩的社会.^-おける差別は, . その存在が非常にインプリシ，j / トであるため見過される.ととが多いであ 

ろぅ。 • • '

次に？ とガ/ » の関係が第5 図のような場合を考えよう。とのときには前と逆に/?タイプの個人 

か "《のコミュニティブに移住してくるでもろう。そして， の大きさまでコミュティーが拡 

大すると，もはやクタイプの個人は参入を拒否されるであろう◊

結局，いずれめ場合にも，糖み残されたコミュュティ一がある時，小さい方のコミュュチィ一か

~̂  35 ( d 3 ) •"—
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ら大きい方のそれへの移住がおこり，合成されたコミュニチィ一で差別されるのは，常に少数グル 

ープの方である。また，合成されたコミュュティーから積み残されるのも少数グループでもるとと 

がわかる。 .

けれど^^現実には，各コミユュティ-^の中で多数決原理が働くのは一"̂：>の原則であって,そのコ 

ミュ C：! ティ一への移住，もしくは参入は，土地の売買や資貧が自由である以上,実際には多数決原 

理に縛られるととなく 由に行われうる。そうすると，第 5 図において積み绣された/3 タイプの人 

々は，最適規模？? を超えて《タイプの個人のシミ•ニティーに参入してくる。この'ような具体例 

としては, 都市への人口集中が考えられる。農村において最適なコミュニティーの大きさに不足す 

る人口は，都市におけるより高水寧の公共財供給をめざして都市に流入してくる。一方，農村にお 

いては更に人口が減るため，都市との公共財供給量の格差はますます拡大し，人口流出を海す。そ 

して，都市における最適コミュニティーの媒摸を超えて人口が集中する。これがいわゆる過密過赚 

現象であり，都市においては住民は混雑に悩まされることになる。

第H 享地域的移住のモデル

一国内における地域的な移住は，主としてより高い所得，もしくはより高い資金をめざして起る

場合が多いであろう力' ; , 十分に豊かな社会においてはまた，よりよい環境，より豊かな公共財をめ

ざして起る場合も考えられる。そとで，とこでは問題を公共財への最適人口配分の分析にしぱるた

めに，移住によって所得が変化しないものと仮定する。また，モデルの単純化のためにすベての個

人の所得は同一水準でもると仮定する。 •

移住とは地域的コミュニティーの選択を意味するから，地域的コミュニティーをある特激によっ

て選別できるようにしておかねばならない。そこで，各コミュニティーはそのクラブの大きさ,言

いかえれぱコミュニティーの人数によって特徵づけられていると考える。そして，このクラプの人
(13) ,

数が‘, その地域で供給される公共財の規模と，費用の負担を決定する。

ところで，個人の移住れ士地を媒介として行われ，各個人の賀貸する士地の大き:^と，そのコミ 

ュュティ一の人口との間に密接な関係が成立する。あるコミュュティーの全面糖をS とし，ある個 

人がそのコミュニチィ一で賞货する土地面積をS とすれば，そりコミュニティ一の人口 " は Y で、 

示される„ とこで，各コミュニティーの面積は同一であると仮定すれば，それを1 とおいても一般 

性を失わないだろう。すると,

注( 1 3 ) したがって，とのデルは，公共財に対する選好の同質化の‘もデルとしてのr イボ一理論と，最適クラプサイズの決 
定理論としでのプキヤナンの理論とを総合したものといえる。つまり，このモデルでは，公 共 財 の 使 益 と を share 
するあるクラプサイズの透択がとりもなおさず，ある塊域の選択となるように者えられている。

• — " 36 ( 94  )
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第6 図

\h{G^n)

ん(Gりれ)

地域的公典財に関する人.ロ配分の最適化について

という関係が成立する。

次に個人の効用函数を

U ニ'U(が，/i(G, ti))  ......  イ|̂ )

とし， は私的財，G は公共財め量, 72はコミュュティ 

一の人口をあらわす。んぽ数は公共財.の規模G の増加関 

数であり，人口の減少関数で、ある。ただしG は公共財で 

るから, n に関するh 関数の形状は第6 図のように想 

定するととが自然であろう。つまり，

みG>0

h„<CO, h„n〈 0

ナ2の增加によるん開数の減少は， 雜による公共財の便益の低下を示なお，効用関数XJについ 

てはもちろん，

u , > 0

u , > o  ■

ャぁる。 ’ .

以上の効用関数を最大化するために個人は，が, G, n の大きさを決定するのであるが,その時の 

llil]約条付'はとうなるたろうか。所得を土地一単位当りの地代をデ，公共財の費用関数を（XG)

とし，公共財の費用は土地の面積に比例して課税されるとすれひをI,
■ • •

w = i» + r s4 -C (G )-^   .......     . . . ‘.イ/1、

となる。ここで，S ニ1 , s =

r+ C (G )

でもるから，（4》式は

(5)

となる。 .

(5》式の制約の下で, （3はを最大にするのが個人の主{4:的均衡への行動である。そこでラダランジ 

ェの乘数スを用いて，

H ニ 11(0), h(G, ")) + ノ(がー‘Y丄

なる開数I Iを考える。 .

ことで注意したいのは, 地代7, に'0 いて，ゲは外生的に与えられるのではなく，あるコミュュテ

注(14) M. McGuireけ;）においては，混雑は効;删数に入れず，数用関数の中に入れている。

(15) 土地比例税の規施的理由づけは，公共財の使益が土地の伽値に友映されるゼあろうしカ、つまた公视{^の数川負担は 

益的でネ*るぺきだからである。もし魚がffe益的でなけれぱ，第 3 章ウ，ゴミュュチィ•■•，コアの现論により，そめ地 

，域について人口の流出入が起るはずである。.今，との棚の人口の.移動（具体的には地域内の所得75分配政策によゥてお 

る高所得®の人口流出）を捨象するためには，とのような均等ね担が必3{{となる。
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ィ一の公共財の便益と費用配分のしかたによって決まってくると考えられる。もしも公共財の規摸 

が大きく，その費用資担が比較的!^いコミュュティーと，その逆に公共財の規模は小さく，その割 

合に費用負担が大きいコミュニティーとが並存している場合を想定すると，合理的な個人は前者の 

コミュュチィ一に集中して参入しようとするであろうから，当然そのコミュニティーの地代?•は上 

昇するであろう。つまり，地代^^が人ロの流入流出を調整する手段となるわけである。従って，地 

代 ?，はコミュニティ一の人口" の関数となるであろう。.しかし，ことでは個人の主体的均衡を极う 

ため，はじめは地代パよ個人にとって与えられたものと考え，後ぬ^ 場均衡の場合に，それを变化 

させうるとしよう。

そこで，最大化のの条件を求めると， ,

豐 ■ニ仏り= 0 .............    " .................. .. . .‘.(6》

ニ ニ  0          -{7)

晋      (8)

ただしサプスクリプトはそれぞれの変数での偏導関数を示す，

(6)式と(7)式より，

71*'~ ^ 一̂  ニ Cg..，..‘........ ，.‘，.，............       (9》 -■

《9)式は，公共財の最適供給に関するサミュエルソンの等式に相当する。なぜならぱ，このモデルで 

は各コミュニティーを形成する個人は同一（identical)であるから, ( 9〉式の左辺は，公共財と私的財 

の限界代替率のコミュニティー力の総和を示しており，右辺は私的財で測った公共財の服界费用を 

示しているからである。

ますこ, け》式と(8)式から

一C q | ^二 社 . . 'ふ ‘ .… .................................     (10)

をうるから，（9》式と(10)式より，この個人にとって望ましい公共財の量G と，•コミュニティーの大き 

さ" が求められる。

’ 次に, 地域的移動を通じてt•や " が究極的に，どのような大きさに決定されるかを考えよう。こ 

れは，いわば地代'パをパラメタ一とした市場-均衡の決定理論であるから, 今やr を"の関数とみな 

すととが必要である。このモデルでは, すべての個人の所得は等しいと仮定されているから，地城 

的移f jが全く摩擦なく自由に行われるならぱ，そのような移動がおさまった均衡状態においては，

どの地城の個人も同一^の効用水準に達するであろう。 なぜなら， ある地域の人口がであり，他
■ . , ,  , ，’ .
の地域の人口がルであったとして， もしもの地域における効用がの地城における効用より
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, 地域的公共財にする人口配分の最適化につV、て

大きかったならば，? hの地域に住む個A は " 1 の地城の土地を借りてその地域に移住しょうとする 

でもろう。そして，とれは" 1の地城め地代ゲ1を上昇させ,の地城の地代ゲ2を下落させ，ニつ 

の地域の効用水準が等しくなるまで■人口の流出人が統くであろう。したがって，均衡においては地 

代t♦は一̂定となり,これを数学的に表わせぱ

r \n )= = 0   ..........        ...(II)

これが求める檢衡条件であり，00式 に （一め）を乗じ，両辺にすを加えれば

ク，ニゲー•7，’、")，ル...'‘‘…..‘.‘‘'....   (12)

また，地域的移励の主体的均衡条件(6), (7)式;ょり， ，
■ , '

•一 ' ^ • も れ ニ  0      (13)

を得るが， これに (12)式を代入して ,.

Uパ ど 广 " …….‘………… .̂..(14)
(16) ‘

となる。（!4}式は地代デの人 口 " に関する微分方程式であるが，、これを簡単に解くために，効用函数

を 次 の ょ う に 特 定 化 し ょ 、

U 二びlo io j + iS lo g  な( G ,")

これょりル, 及びU a を求めると，

…. . . . . ………...(15) '

U仏ニ "f  ............ ................ .‘，.  ............    ...(16)

棘 06成 を (14)式に代入して

_ ^ y ( n ) * n - r ~ C  ルあ„ .
a? が ~ ~ T ~ ~  ............. " …..........................⑩

(I?)式をニ W—- ^ ^ であることに注意して解くと，，. ■

.训ー _21(y)"+C!      ••.•.■•••(18)

たたし,.，./(ニ一 .とする。’

ょろて/ 0 8》式ょり，均衡における地代ナと人口"の関係は

■ r ( n ) ~ n w ^ e ^ n * h ^̂—G    fjg) -*■

としてまわされる。定数 A は, コミュゴティーがー^ ^ の個人のみにょってできている地城め地代を，
--1 , J ■ ■ -_________' ， . -

注《16) (14}’式 は 昏 恙 ニ 0 を意味するがパのぅちU〉 0 , 仏>0, は公共財費用細の軽減効果にょ

り.正，また， は公共財の海雑によりタtであるから，上の式は結局均衡においては人口の変化によクて, Cれらニつ 

め効果がバランスすべきととをもの語？ている。

ひ7〉 a  M. Solow C14Dは， 、都Tifから居住地までの距離と地代との閲係を分析するため，同様な:や法を行ってぃる。
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例えぱゼロとすれば，

を解くことによって与えられる。

(19)式で示される地代デのパターンを調べろ'ため，仮りにたニ1 の場合を考えよう。そして，（IS)式 

の‘ 次及び二次微分をとると， _

ニW一eA[ん(G, n)^-nh„] ................................................... {21)

ぉょび，
. . .， .

^  ク ニ ぺん"+  (ん，》+  力んnn)] ....... ‘‘. . .‘，.......................... (22)

ここで，/ら,< 0 , ‘ < 0 の仮定から(22)式は

警 〉 0 .................................   -..，. . ................  (23)

また，（21)式に"ニ1 を代入すると，

- ^ ^ = w - e A [も( G , i ) + y  

となるが，嫩式でたニ1 を考慮すれぱ ,

ニ C - め ’m 〉 0 *  ...................     (24)

したがって, (24)式と{23)式より， に関しては •

t 〉o .....…………….…“...….....•..................{め ： ’' *

が成立する。つまり，地代7，は人ロ ^?の増加関数であり，しかもそれは(23)式よりわかるように閲 

数となっている。この凸性はん関数の形状に依# ‘しており，それはまた，このモデルで想定する準 

公共財の性質と密接な関述をもつ。つまり，比較的公共性の強い準公共財は混雑についてはん„„<0 

のfill係から, 地代は人口が多いほど® 増的に高くなるであろうしその逆に比較的私的財に近い， 

公共財の場合にはh„„〉0 となるであろうから，地代は混雑による公共財の使益の急激な低下を反 

映して, 人口め増大殺には高くならないであろう。

ところでとのモデルから言えることは, 公共財の焼模G についての最適な大きさは，やはりサミ 

ユエルソンの条沖(0}が成立を必嬰とするから,コミュニティ一内部の公共財霞要がはたして正しく 

顕示されるかどうかというII!]週は依然として残るわけである。そして，コミユユティーの最適な规 

横 " は，地域問の移任と，地代ゲの調盤に4： ◊ てはじめて達成されるのである。したがって,地城 

的移住によっては公典財の;f£のlllj題が直接に解決されるのではなく , 公共財を最適に供給すべきコ 

ミュユティ一の大きさのllil題が解決されるのである。 ,

--—̂  40 ( 98  ) — ~
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地域的公共財に関ずる人P3配分の最適化につ\^、て :

この章で扱ったモテつレの最大の問題点は，移住によって所得が不変であることを仮定したととで 

ある。ところが現まには，移住は皮面，労働力の供給であるから，人口の流出入は，その地域の経 

済活動に決定的な重要性をもつ。地域的移住は，公共財の要因のみならず, その地域で、得られるで 

あろう巧?得，言いかえれば，その地域で消費可能な私的財の量にも大いに依存する。そこで，との 

3^の後半では，以上点に留意したもうーづのモデルを作ってみよう。

まず，偶人の効用関数としては,’一つの地城が所得の等しい人口 N のコミュニティーにf i 一てい 

ると考え, 私的財のとの地域での総生産量X の專が効用関数の.中に入り，一̂方，公共財について 

は，いわゆる等量消費を考え公共財の総生産量Gがそのまま関数の中に入るとす(1|!。よって，

u = u ( |  g )  .....................一 . . . … . . ‘ … . … … .卿

したがって，個人の効用については公共財の混雑は仮定されていないととになる。

次に，こめ地城での私的財の生産活動は，私的財生産部門に配分される労働N x によって決まっ 

てくるのはもちろんであるが，生産についても公共財の便益を考慮にA れて，次のような一次同次 

の生産関数を考える。

X -Fx(N x. G) — •  ................."’..如 ,

これに対して，公共財Gの生産については，その地域の住民のN gだけの労働の配分によって生 

産されると仮定し，

G ニ F(j(Nq) *.................  *............   • ••(28)

としよう。

.最後に，所得制約式としては，私的財生産部門と，公共財生産部門とへの労働の配分が均衡'にあ 

る時は，両部門の労働者は等しい資金を受け取っているだろうから，それをとして，

Nw ニ + NgW
. ■ -

となり，とれより， ■■

N = N x +  Ng............................................ ... ......................... (29)

結局，脚, ( 織 (が)式の制約の下に, 脚式の効用関数を最大化すればよい。そこで，
' * ■ , ■

JニU(眷 G) + ム(X-Fx(N x, G)) '

+  >?2(G—Fo(N{j))

+ ム(N -N x -N g〉

なるラグランジェ関数を作り，

注( 1 8 ) とのような定式化は，F. Flatters & othe巧 〔3 ：} にみられるが, 乾的財について集許Jt☆平均化する積極的な理由 

は地域社全の同質化によって，名;地域ごとに所得の同一♦化の旗向が起ると考えられるからヤある。

( 1 9 )文献〔3〕I■こおては，同時的財でも公共財でもありうる財を想走しているが，この.モデルでは両者を区別し 

また一*次向次め■ ^ > 0 かつ ' ^ < 0 な私的財生gm]数を仮定することH：：より，implicitに生淑こついての混!！を 

考慮しているg * *. ， ：

 4 1 ( 9 9 )
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备ニ  Ui N -M l ニ 0

w  ニ- 仏! ; r + ムニ 0

d j
3N>

dJ
-ニ / 2.

麻dNo

以上の-^階の条件より,

■f ム ニ  0

N普ニ桑; ^ aPx •(30)

この(30)式は，前述の{9》式同様， 、わゆるサミュエルソンの条件の変形である。

他方; コミュニティ一の人口 N の最適化については，
... 1- - *

-ト 0FW9Nxニ取 /狐 (き N + 警 ) ••••…… :...

がえられる力' ; , {31)式は

(31)

X
碑 X侧 X

であり，この関係は，第 7 図によって説明さH る。廣 7 

因において，縦軸に私的litの生産量X をとり，原点より 

右侧の横軸にN xを, 左側にN gをとり，このそX ルの 

私^̂リ財の生産関数が描かれている。図のP 点は，（31)式の 

条件を満足する点である。すなわち，P 点においては，

コミュュティ一の一人当り私的財の量と，私的財生産部 

門での労働者の限界生産力が等しくなっている。

それでは，現実のコミュニティ一の状態がP 点にない 

第8 図

第7 図

42(100)
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地域的公共財に関する人口配分の最適イヒにっいて 

時 , いかなる移住が起るべきかを上の第 8 , 第 9 図で説明してみょう。 ま'^，第 8 因の Q 点で示され 

る状態にちるコミュユティを考えると， この地域力は公共財の供給量ほ私的財のそれに比して豊 

富でもり , しかも， もし私的財部門の労傅 !者がその限界生産力に等しい所得を得ているならば，公 

共財部門の賞金を上まわることになる6 したがって ,この地城の中で部間の労働移動の要因が存 

在するが，本稿の地域的移住チデルの前提で、は公共財の掌を所与としているから（N o を一定とする 

から〉， こ.のような地域には私的財部門の高所得 i 豊カ☆も典財サビス を め ざ し た 人 口 流 入 が 起  

るでもちう っまり，N x は 当 然 ま で 增 加 し な け >^ぱならない。

次に第 9 図の 1え点で示される状態にある：̂ ミュニティ" を考えると，前とちょうど逆のケースに 

なるから，N x は N xレに減少しなけれぱならないん 

ただし , このモデルは地城間の人口於動の均衡メカニズムの厳密な定式化を欠いているから，完 

全な p o s it iv eな理論では:なく，あくまで n o rm a tiv eな理論の '城を出ていない。 さらにまた，' .所得要 

因, 就業要因を重視する立場からすれば,例えば都ホへの人口集積の利益を定式化するという意味 

でも，生産関数として収獲適増型閑数を導入すぺきであろう。 そして，そのょうな所得要因にょる 

人口移動が，公共財の最適供給のための最適人口配分を柴して保証するか否かが興味深い問題とし 

て残るのである。 ’ ’

• ' ，. . , •

第 六 章 結 語  .

' ' - .  \  ■ ' ' . ■
以上，本稿においては地域的公共財の最適供給にっいて，まっかの角度から分析してみたわけで

もるが, 最後にそれらを総合的に見て，その政策的含意を述べ，本研凭の一応の結論としょう S

まず，個人の自由な地域間，住によって，地域的公共財の最適供絵がなされるかどうかという点

にっいてであるが，これは前章でのモデル分析の中にあらわれたように，公共財の量の間题と，コ

ミュチィーの大きさの問題とは区別されねばならない間题て，あっ て，住民のま由な移住にょって

解決されるのは, ’ コ ミ ュ ニ テ ィ 一の最適な大きさの問題の方であり，そのょうな最適なコミュユチ

ィ一の内部での公共財の® の問題は解決されたことにならない。 そこには依然として，公共財特有

のフリーライダ-"の問題が残るわけで龙ぅる。 レかしながら， コミュ ニティ一の最適な大きさの達成

と，公共財に対する需要の正直な顕示との問には密接な関連がある。前章で分析した個人の自由な

移住は，もし個人が合理的に行励した場合には究極的に，ある種の同質的地城コミュ二ティ一を形

成するであろう。 そして，地域社会のこの同質性が公共財の量の問題を解決する鍵となる。

公共財の自分自身の需耍を正直に賊示しない e；とは，個人的にみれぱ一っの合理的戦略でほあろ

うが，社会的にみれば一っの不正行為であろう。 しかし， こ© 驢の不正行為は，いわゆる犯罪等と

みなり， 自己防衛的なものであり，公共財の需要の不正顕示はその b ミュユティーの中で費用 ;̂ 1̂担

一一~ 4 3 (J 0 i)

教挪ぜ敏繞敬讽線養黎^̂ ^を窓ず"̂ ^̂ '̂ ^̂ ^糊:テ"̂  他が'域な'
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を差別されるととへの予防である。公共財の費用鱼担は住民の客観的に測定できる特性，例えば所 

得，資産, 人数參r j おじた課税によっでまかなわれるのが普速であるから，そういった所得や資産 

の異なった異質的コミュュティーにおいては, 費用鱼担の差別が比'較的容易に行われうる。したが 

0 て，同質的な住民からなるコミュニティーよりも，異質的なコミエ- ティーの方が公共財に対す 

るfli要の不正直な顕示は起りやすいと§ 'えよう。とれに対して，同質的コミュこティ- •では，費用 

負担の差別の可能性が少ないから, 公共财に対する需要ははぽ正しく示されるであろう。したがゥ 

て，正しく顕示された需要を何らかの社会的決定プロ'ii 乂にかけて集計すれぱ，公共財の最適供給 

量が決定されるであろう。つまり，住民の自由な移住によって作られる同質的地域社会は究極にお 

いては，公共財の量の間題も解決すると言えるのである6 

異質的な個人が海在するコミュニティ一が》住民め移住 •よって幾つかの同質的コミュニティ­

に分解していく現象は， いわゆるき間的隔離（セグリゲィシg ン) と呼ばれるものである。そして， 

セグルゲイション（segregation)は，現には米国の東部の都市において起っている。前述したよう

に、理論的にはセグリゲイションは望ましい現象ではおるが，現実としてはむしろ問題点をもっrc
(20)

いる。つまり，，移住というのは単なる居住地の変更ではなく，土地，家屋の購入から職業の変更に 

至るまでの経済的費用を伴っている。したがって,移住によってよりよい生活環境を求められるも 

のは一部の比較的g 裕な階層に限られてしまう。そのため，貧しい階層の残された旧コミュニティ 

一と，移住によってできた富裕なコミュニティ一との格差が生じてくる。この地域間の所得格塞は, 

公共財の費用負担能力の格差となるから，公共財サービスの質と霉の格差となる。かくして貧困な, 

地域は私的財と公共財の両面でますます貧しくなり，やがてコミュニティ一としての機能をはたせ 

なくなる，つまりコミュニティーは崩壊してしまう恐れがある。しかし，だからといって，セグリ 

ゲイションという現象自体が望ましくないということはでき'ない。セグリゲイシ3 ンに伴う厚生の 

地域格差は，むしろ所得分配政策によって緩和すべきものであり, コミュニティー内の所得格差 

を公共財の費用負担の差別化によって調整するととは, 本稿の趣旨から望ましく.ない。，

実際, 今日の地方財政の税収の主力を占めるのは，法人事業税や法人住民税, 個人♦業税や個人 

住民税のように，法人や個人の所得に依存しているものや，画定資産税のように，土地，家屋の資

産価値に依存しているものが多いから, 地方政府の提供する公共財の費用負担は，所得及び資鹿に
(2 1)

応じた差别型負担になっている。もちろん，法人や個人の所得や資産価値のうち，地方政府の提供 

する公共財の便益が賈献するところが大きい場合, このような差別趣の負担は当然である。しかし 

ながら, 地域的公さ！;4ぱのうち，個人の所得や資産にかかわりなく使益を等しくうけられるものにつ 

いては均等型の負担が望ましい。つまり，地域的コミュュティ一の中で所得巧分配的な財政活動を

注( 2 0 ) これら都ホ問題については， Diqk Netzei*〔0〕に具体例が出ている。

( 2 1 ) T. Negishi C 8 )は，土地資遗に対する比例税によって，チイボー仮説がうまくゆくと姑論している力，、，彼のモデル 

では，公共財の使益は所おする土地Tf湖に比例すると仮定されており，とめぶひこ問週がもろう。

4 4 0 0 2 )
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地域的公共財に関する人ロ配分の最適化にっいで

行うことは，地域的公共財の効率的な供給にとって望ましくなく，所得再分配政策はあくまや中央 

政府のレベルで行うことが望まれる。 - ， '

前言の後半て、分析しだような，あるコミュニティーで公共財の量が住民の人ロに比して不足して 

いる場合，コミュニティ• -の大きさに何らかの調整が起るべきである。この時，理説的には三つの 

方法がある。まず第一は，公共財の部門の規模を不変にして，私的部門の人口をコミュニティーの 

外へ流出させる政策であり，第二は，このコミュニティーの人口の総和は一定に保ったまま,私的 

部門から公共財部門へ資與配分を変更する政策力ある。また第さ‘には，こめコミュニティーに吏に 

人口を流入させ，その増加した分をすべて公共財部門へまわすという政i i H 考えられる。このうち 

第-^の政策が，本稿で主として扱った移住による#ね合の最適化である。そしてこの場合には，人口 

の流出したミュニチィ一も，人口の流入したt j ミュニティーも同質的社会に遊づくで、あろう;^こ 

れに対して，第二の政まはコミュニティー内の最適化政策であって，これは中央政府r よる純粋な 

公共財の最適供給量の決定のいわぱミニチュァ版であり, その地域社会が同質的でかいかぎり, 全 

員にとって最適な供給量は決定されないであろう。したがって，第一の政策の方が地域的公共財の 

供給方式としてはより優れていると言える。例えば, 大都市のいわゆる過密現象を解決するために, 

次の二つの方法がちる。一つは，大都市の周边にある小都市の公共財サービスを質量ともにffii上さ 

せて，大都市に集中した人口を拡散する方法。もう一つは，大都ftjの人口をそのままにして,大都 

ホ内め公共財サービスを充実する方法である。これら二つの方法はどちらが望ましいかは判断に苦 

しむが，地域社会の同質化を望ましいものとする本稿の主張によれぱ，前者の方が優れていると言 

うことができる。なお，前述の第ぎの政策は，公共財が明らかに不足しているコミュニティーへ， 

更に人口を流入させようというわけだから，合理的な個人の移住へのインセンチィプに間齒がある

ところで，現在の我が国の地域社会をみてみると，必ずしも同質的な社会になっていないし，ま 

た同質化への傾向も明らかでない。むしろ，一つの地域社会•ざ，所得資産，趣味嗜好の異なる個人 

や法人が渾然となって出来上っているようにみえる。そして，ある地域社会の生活環境や文化的特 

徴をめざして移住が起とるととは極めて稀で，たとえ移住があったとしても，それは，所得，資金 

格差による人口の都市集中という現象でもった。このような地域社会の異質性は，各地域社会間の 

同質性，g いかえれぱ画-^性に原罔がもるとも考えられる。 つまり， どの地域社会ね,公共サービ

ス♦課税にも差がなく画一的であるため，現在居住する地域社会に不満があったとしても，他の地
■

域に移住するインセンT .ィプが働かないということである。しかし現代の資本主義先進国では，そ 

れぞれの景気局面を別にすれぱ, 概して豊かな社会への道を歩んでおり，個人の選好は多様化の航 

向を示すであもう。したがって，もし現在の異質的地城;i ミュュティ" がそのままにされるならぱ，

っの地域社会の中の住民の異質性は，更に厳化され, 公共的決定’についての激しい利害対iz：を生
. . .

-— ' 45(103) —.~ -
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むであろう。このような将来の困難を圓避するためにも，各地城社会の特色の多撒(匕と，そのそれ
(2ゥ、

ぞれの地域内セの住民の同貧化が進められなくてはならない。
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(経済学部助手)

法( 2 2 )なお，チイポーのをデルをはじめ本稿でかったモデルには，地方政府の行動分析が欠除している点が，加藤寬教餓 

. よって指摘されたので，これらの要素の導入は今後の研究課題としたい* \  ,
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